
モロッコ経済日誌 ２０１１年２月 

在モロッコ日本大使館経済班 

Ｉ．国内経済 

１． 指標等 

 

①モロッコ経済成長率 ２０１０年概算値および２０１１年予測値（モロッコ高等計画委員会）1

２日、モロッコ高等計画委員会（ＨＣＰ）は、経済成長率について、２０１０年概算値および２０１１

年予測値を発表した。２０１０年の経済成長率は３．３％となる見込み。２００９年の例外的好調と比

較して、農業成長率はマイナス７．１％となったが、非農業部門が５％の成長となり、近年の平均成

長率をやや下回るもののプラス成長となった。 

一方２０１１年はヨーロッパからの外需拡大、観光収入、在外モロッコ人からの送金額が上昇する

と見ており経済成長率も回復すると予測。２０１０年のインフレ率はかなり抑制されたが、２０１１年は

上昇すると予測。 

 

 経済成長率 第一次産業（農水

業分野成長率） 

非農業分

野成長率 

インフレ率（ＧＤ

Ｐデフレータ） 
財 政 赤 字

対ＧＤＰ比 

２００９年 ４．９％ ２９％ １．３％ １．９％ ５．０％ 

２０１０年 ３．３％ ―７．１％ ５％ ０．８％ ２．７％ 

２０１１年 ４．６％ ２．０ ５％ ２．５％ ３．６％ 

（２０１０年は概算値、２０１１年は予測値） 

②２０１０年の失業率2

   ・２０１０年の失業率は９．１％（前年と同様） 

      都市部失業率は１３．７％（前年は１３．８％） 

農村部失業率は３．９％（前年は４％） 

 

２． 建設・公共事業・インフラ等 

 

①タンジェ地中海港の２０１０年業績3

                                                 
1 モロッコ高等計画委員会プレスリリース（２月２日発表）、エコノミスト（２月４日） 
2 モロッコ高等計画委員会プレスリリース（Haut Commissariat au Plan）：www.hcp.ma（２月３日発表）、エコノマップ

（２月４日） 
3 タンジェ地中海港特別庁（TMSA）プレスリリース（１月３１日）、エコノマップ（２月２日）、ル・マタン（２月２日） 

注）１ＤＨ（ディルハム）＝約 10 円 
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 ２０１０年の貨物取り扱いコンテナ数（ＴＥＵ）は２，０５８，４３０コンテナ(モロッコ全体の７０％に相

当)で前年より６８．４％増加した。そのうちモロッコへの輸出輸入品は５４，３９７コンテナと前年比で

１８％増加したが、取り扱いコンテナ全体のうち２．６％に留まっている。 

 また、タンジェ地中海港の２０１０年売上高は６億８２００万ＤＨと前年比で約倍増したと発表。 

 

②社会住宅建設計画(低所得者用)で３省が協力委員会を設置4

 住宅・都市計画・国土整備省、経済・財政省、内務省の３省が社会住宅建設を円滑に行うため委

員会を設置した。２０１１年から２０２０年までに６０万戸の社会住宅建設を計画、２０１１年には５万～

６万戸の建設が予定されている。販売価格は一戸につき最高額２５万ＤＨ（５０～１００平方メート

ル）。今まで約１４０社の建設会社が政府と契約済みであるが、同計画は３省が関係機関とあり手続

きの複雑さなどが指摘されていた。委員会設置で問題点などを早急に解決する。 

 

３． 農業・漁業 

 

①砂糖の輸出可能化5

 今後モロッコからの砂糖輸出が可能になる。輸出業者は事前登録制で国内需要の状況を見て許

可証が発行される。輸出業者は砂糖に充当されている補助金の返却が義務づけされる。１キロに

つき５～６ＤＨの補助金が充当されている。 

 

４． 産業・エネルギー 

 

①Jorf Lasfer港のフィージビリティースタディーに関する入札開始6

 １８日、設備・運輸省はジョーフラスファーで新エネルギー港建設のフィージビリティースタディー

を請け負う企業の入札を開始した。ジョーフラスファーが原油（年間１０００万トンの輸入）および精

製油（年間７５０万トンの輸出）の取り扱いが可能な港建設に適しているかを調査する。入札は４月

４日に実施予定。 

 

②再生可能エネルギー：バイオマスの開発7

 再生可能エネルギー開発・エネルギー効率化庁(ADＥREE:Agence nationale pour le 

développement des énergie renouvables et l’éfficacité énergétique), エネルギー投資会社（ＳＩＥ：

Societe d'Investissement Energetique）、モロッコ科学技術研究センター（MASCIR: Moroccan 

Association for Science, Innovation and Research）は、海藻バイオマスエネルギー研究開発で協定

を締結した。ADＥREE のムーリン長官は、とうもろこしなどからのエネルギー開発は食糧問題と直結

                                                 
4 La Vie Eco(２月１８日) 
5 アラブマグレブ通信（２月２２日）、エコノミスト（２月２４日） 
6 ル・マタン（２月２１日） 
7 エコノミスト（２月２１日） 
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するのでモロッコにはそぐわない。海藻なら海岸沿いで海水を使用しながら開発が可能でモロッコ

には適している。研究室ベースでは開発が進んでおり、大規模なパイロット計画は TanTan で検討

中と言及。 

 

③新エネルギー科学研究所の創立8

 エネルギー・鉱山・水利・環境省の傘下に、「新エネルギー科学研究所（IRESEN:Institut de 

recherché et d’ etudes scientifiques en énergies nouvelles）」がラバトにおいて創立される。研究所

というよりは新エネルギー開発研究を財政的に支援する基金と言った枠組み。 

 

④Taza風力発電所建設の第一選考（ＰＱ）通過企業の発表9

Tanger ２（150MW）、Tetouan（300MW）、Ｔａｚａ（150MW）、Ｌａａｙｏｕｎｅ（300MW）、Ｂｏｕｊｄｏｕｒ

（100MW）の５カ所の風力発電建設のうち、いち早く Taza 風力発電所建設計画についての関心表

明の受付が２０１０年１０月２５日モロッコ電力公社（ＯＮＥ），エネルギー投資会社（SIE: Société 

d’investissement énergétique）、ハッサン二世社会開発基金によって開始され、２７社が関心表明を

提出。２月２１日に第一選考（ＰＱ）通過企業７社が発表された。３月中旬から下旬にかけて同７社に

対して入札書類が渡される。 

１．三井(日本)

２．ENEL(イタリア) 

３．ENERCON(ドイツ) 

４．EDF(フランス) 

５．SIEMENS(ドイツ) 

６．AES（米国） 

７．IP/NAREVA(英国/モロッコ) 

 

５． その他 

 

①２０１０年の固定・携帯電話、インターネット加入者データ（２０１０年１２月３１日付データ）10

携帯電話延べ契約数が３０００万台を突破。また、インターネット契約数の増加も顕著。 

（１） 固定電話契約数：３，７４９，３６４（前年：３，５１６，２８１前年比： ６．６％増） 

マーケットシェア：Wana（６６．７２％）, Maroc Telecom（３２．８３％）、Meditel (０．４５％) 

（２）携帯電話契約数：３１，９８２，０００（前年同期：２５，３１１，０００、前年比：２６．３％増） 

マーケットシェア：Maroc Telecom（５２．８１％）、Meditel（３３．７４％）、Wana（１３．４５％） 

（３）インターネット契約数：１，８６６，９６３（前年同期：１，１８６，９２３、前年比：５７．３％増） 

                                                 
8 エコノミスト（２月１８日） 
9 ONEプレスリリース（２月２１日） 
10 L’Agence Nationale de Règlementation des Télécommunications(ANRT)ホームページ：ww.anrt.ma、エコノミスト

（２月３日） 

3 
 



モロッコ経済日誌 ２０１１年２月 

 

（接続形態は、３G が７３．２％、ADSL が２６．６５％） 

マーケットシェア：Maroc Telecom（５６％）、Wana (２９．８６％)、Meditel（１４％）、その他（０．１４％） 

 

②２０１１年補助金公庫へ追加補助金の決定11

 １５日、政府は２０１１年の補助金１７０億ＤＨにさらに１５０億ＤＨを追加すると決定した。小麦・エ

ネルギーなどをはじめとした基礎製品の国際価格高騰に伴う措置。補助金が充当されることにより

大型プロパンガスは４１ＤＨ（補助金なしの価格は１２１ＤＨ）、小型プロパンガスは１０ＤＨ（３０ＤＨ）、

ミントティー用砂糖のかたまりは１３ＤＨ（２３ＤＨ）、主食の丸パンは１．２ＤＨ（１．７ＤＨ）に抑制され

ている。 

 

③経済社会評議会の設立12

２１日、モハメッド６世国王はカサブランカ王宮において「経済社会評議会（Conseil économique 

et social）」の設立を発表した。評議会メンバーにはベンムッサ・シャキッブ氏（元内務大臣）が会長

に任命された。会長、事務局長を含めて政治経済界から評議会メンバーとして１００名が任命され

た。同評議会の主な任務は「質の高い人材育成」とし、最終目標は「モロッコ国民全員が尊厳のあ

る生活ができるようにすること」としている。国王は２００９年１０月９日国会において評議会設立の必

要性に言及、今般設立が実現した。憲法９４条に則り、同評議会は政府、衆議院、参議院の諮問

機関という位置づけとなる。 

 

④高学歴失業者対策：地方・国家公務員試験の一時免除（２０１１年１２月まで）13

 ２４日、政府評議会は高学歴失業者対策の一環として、地方・国家公務員試験の一時免除法案

を採択した(２０１１年３月～１２月まで適用)。公務員試験を通過せずに就職活動が可能となる。公

務員カテゴリー１１級に相当し、通常１１００ポストだが、これを倍増する。 

 

⑤２０１０年貸出金、個人融資など（２０１０年１２月末データ）14

家電ローンが大幅減少、自動車ローン、リボルビングが減少。一方、個人融資額が増加。

 ２００９年 ２０１０年 推移 

貸出金残高 ３９４億ＤＨ ４１１億ＤＨ ４．４％ 

自動車ローン １３４億ＤＨ １２８億ＤＨ ―４．３％ 

家電ローン １０．１億ＤＨ ６．３億ＤＨ ―３７．２％ 

個人融資 ２４３億ＤＨ ２７０億ＤＨ １１．４％

リボルビング ６．７２億ＤＨ ６億ＤＨ ―１０．７％ 

 

                                                 
11 エコノマップ（２月１８日） 
12 ル・マタン（２月２２日）、エコノマップ（２月２２日） 
13 ル・マタン（２月２５日） 
14 オジョドゥイ・ル・マロック（２月２５日） 
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⑥Attijariwafa銀行の２０１０年決算概要15

連結決算：３０６７億ＤＨ（前年比５．６％増） 

連結純利益：４７億ＤＨ（前年比３．３％増） 

預金残高：２７３０億ＤＨ（前年比６．９％増） 

貸出金残高：２１９４億ＤＨ（前年比９．５％増） 

自己資本：２８０億ＤＨ（前年比１３．１％増） 

主な株主：王室系ＳＮＩ（４８．４％） 

 

⑦ＢＭＣＥ銀行インターネット取引用カードを発行16

 為替規制法の見直しにより、今般ＢＭＣＥ銀行はインターネットで海外から商品を購入することが

できる「E-Pay カード」を発行した。年間の上限金額は１万ＤＨ。 

 

⑧マロックテレコムの２０１０年決算概要17

売上高：３１７億ＤＨ（前年比４．４％増） 

経常利益：１４３億ＤＨ（前年比２．３％） 

顧客数：２６００万人（前年比１９％増） 

（マリ、ガボン、モーリタニア、ブルキナファソのマロックテレコム５１％株主である電信電話会社決算

含む） 

 

⑨２０１０年の外国からの観光客数18

 ２０１０年の外国からの観光客数は９３０万人（在外モロッコ人含む）で２００９年より１００万人増加し

た。タンジェ、フェズ、ラバトで宿泊数が増加した。国籍別ではフランス（前年比５％増）、スペイン

（６％増）、ドイツ（６％）、イタリア（１５％増）。最も増加率が大きかったのはイギリス（４５％増）。 

観光による歳入は５６１億ＤＨで前年比６％増。 

 

⑩２０１０年特許登録件数など19

モロッコ工業・商業財産権庁（ＯＭＰＩＣ：Office Marocain de la Propriété Industrielle et 

Commerciale）により、２００５-２００７年と２００８－２０１０年の二期にわたって実施された工業・商業

財産権に関するＶＩＳＩＯＮ２０１０の結果として、２０１０年特許登録件数は１００７件（２００４年比８０％

増）、意匠登録件数は１０８７件（２００４年比１２５％増）、商標登録件数は５６４５件（２００４年比３６％

増）、オンライン手続数は４００４０件（２００４年比１０倍）といずれも大幅増。同庁は今後８４のプロジ

ェクトからなるＶＩＳＩＯＮ２０１５を推進予定。 

                                                 
15 エコノミスト（２月２８日） 
16 エコノミスト（２月１日） 
17 マロックテレコム、プレスリリース（２月２２日）、エコノマップ（２月２３日） 
18 エコノミスト（２月７日） 
19 エコノミスト（２月４日） 
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ＩＩ．諸外国等との関係 

1. 外国政府との関係 

 

①MENA諸国におけるエネルギー分野への投資に関する会議20

 １月３１日から２月１日までロンドンの王立国際問題研究所（チャタムハウス）で行われた中東北ア

フリカ（ＭＥＮＡ）諸国におけるエネルギー分野への投資に関する会議において、ベンハドラ エネ

ルギー大臣がモロッコのエネルギー対策について発表した。 

 

②モロッコ・スロベニア 科学技術協定（於：リュブリュアナ）21

 ２月１日、スロベニアの首都リュブリュアナにて、アヘルバッシュ外務協力大臣付国務長官とゴル

ビック スロベニア高等教育科学技術大臣の間で二国間科学技術協定に署名。研究所間の情報

共有、専門家派遣、文化・科学技術分野での交流推進が目的。 

 

③フュルEU共同体コミッショナーモロッコを訪問（於：ラバト）22

 ７日、８日、近隣諸国ＥＵ政策担当フュル氏は、ファシ・フィフリ外務・協力大臣、メズーア経済・財

政大臣、アフヌッシュ農業・漁業大臣らと会見。記者会見の席では、ＥＵ共同体にとって前進的地

位（statut avancé）にあるモロッコへの援助金額がすでに年間２億ユーロであり、２０１１年から２０１３

年について既に合計５億８０５０万ユーロが予定されていると述べ、またモロッコ政府による政治・経

済改革を賞賛すると共に、貧困の壊滅、教育・保険面での社会発展、民主主義改革、表現の自由

等への努力が、発展を確固たるものとし、社会一致、安定につながると言及した。 

 

④モロッコ ドイツ経済合同委員会の創設（於：ラバト）23

 ８日、シャミ商工業・新技術大臣とファーフェンバッハ ドイツ経済技術大臣付国務長官が、モロッ

コードイツ経済合同委員会の創設で合意した。これにより、二国間の貿易、投資を促進する狙い。  

 

⑤モロッコ ロシア経済・技術協力合同委員会の開催（於：ラバト）24

 ７日、モロッコ ロシア経済・技術協力合同委員会が開催された。ファシ・フィフリ外務・協力大臣と

コノバロフロシア法務大臣が会談。３月１１日よりカサブランカーモスクワ間航空直行便が開設され

ることが発表された。また、コノバロフ大臣はエネルギー特に核エネルギー分野での協力の重要性

を強調した。 

 

                                                 
20 オージュルドゥイ・ル・マロック（２月１日） 
21 エコノマップ（２月３日） 
22 ル・マタン（２月９日） 
23 ル・マタン（２月９日） 
24 エコノマップ（２月９日） 
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⑥第１１回モロッコ・サウジアラビア合同委員会の開催（於：ラバト）25

 ９日～１０日、第１１回モロッコ・サウジアラビア合同委員会が開催された。ファシ・フィフリ外務・協

力大臣とサウド・アル・ファイサル王子は両国間の投資促進の障害を排除することで合意。二重課

税防止条約を早期に結ぶことで一致した。 

 

⑦中国商務大臣、中国経済ミッションのモロッコ訪問26

  １３日、１４日、陳（Ｃｈｅｎ）中国商務大臣を筆頭とする中国代表団がモロッコを訪問し、メズーア

経済・財政大臣と陳大臣が会談、３つの覚書が実現。 

１）中国の化学製品商社の大手シノケム（ Sinochem Corporation ）とモロッコ燐鉱石公社で年間

５０万トンの化学肥料を２０１１年から２０１４年間まで輸出することで合意した。 

  ２）ファシ・フィフリ モロッコ高速道路公社（ADM = société nationale des autoroutes du Maroc）

総裁と周（Ｚｈｕ）中国輸出入銀行副総裁の間でベラシッド・ベニメラル間高速道路建設に２億４８００

万ドルの借款。 

  ３）シャミ商工業・新技術大臣と陳大臣は人材育成で合意。ビジネスパークの管理方法に３０名

が研修、また中国の稲作専門家がモロッコに派遣される。 

 

⑧第４回モロッコ・カタール間ハイレベル合同委員会の開催（於：ドーハ）27

 ２３日から２４日にかけてモロッコ・カタール間ハイレベル合同委員会が開催された。モロッコから

エル・ファシ首相、メズーア経済・財政大臣、ズナギ観光・工芸大臣、ベンハドラ エネルギー・鉱

山・水利・環境大臣が出席。アル・ターニ カタール外務大臣と会談し、両国間の産業、税関、文化、

財政、スポーツ、情報など多方面におよぶ分野での協定、覚書の調印がなされた。 

 

２. 外国企業との関係 

 

①カルロス・ゴーン氏、日産自動車のタンジェ復帰を言及28

１０日にフランス・パリで行われたルノーグループの２０１０年決算記者発表において，ルノー・日

産アライアンスのカルロス・ゴーンＣＥＯは，モロッコ、タンジェで生産予定であった日産自動車の復

帰について言及した。ただし時期は明らかにされていない。 

（当館注：２００７年９月，タンジェにおい、モハメッド６世国王臨席の下，ジェットゥ首相（当時）とカル

ロス・ゴーンＣＥＯの間でルノー・日産アライアンスがモロッコに工場を新設する覚書に署名。 

２００９年２月，日産自動車は同プロジェクトへの参画を一時中断する旨発表。その後本プロジェ

クトは，ルノー単独で継続。 

                                                 
25ル・マタン（２月１２日） 
26 ル・マタン、エコノミスト（２月１５日） 
27 ル・マタン（２月２５日） 
28 エコノミスト（２月１１日） 
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モロッコ経済日誌 ２０１１年２月 

 

２００９年６月，カルロス・ゴーンＣＥＯはタンジェの工場予定地とタンジェ港を視察。日産自動車

のプロジェクトへの参画見合わせは一時的なものであり、状況が良くなり次第、再び参画する旨言

及。） 

 

②矢崎総業小規模都市に小規模工場を建設予定29

 自動車用ワイヤーハーネス製造の矢崎総業はすでに稼働中のタンジェ、ケニトラの工場の周辺

小規模都市に小規模の工場を建設する。タンジェ周辺にはアシラ、テトゥアンに、またケニトラ周辺

の Sidi-Silmane, Sidi-Kacem, Bel-Ksiri, Souk-Larbaâ に雇用数２００～５００名規模の工場を建設、

小規模都市に進出することで競争力を高める。 

 

③航空機部品表面処理に仏系Mecachrome社とモロッコElectrolyse社が合弁会社を設立30

航空機関連表面処理に仏系 Mecachrome 社とモロッコ Electrolyse 社が合弁会社「Lelma 社」を

設立し、タンジェに２工場を建設する。投資額は８００万ユーロでそのうち Mecachrome 社が４０％、

Electrolyse 社が６０％を出資。Mecachrome 社はすでにタンジェに進出しているが表面処理は今回

が初めて。航空部品６メートルまでの表面処理が可能。工期は１年で２０１２年２月より稼働予定。直

接雇用数は２５０～３００名。 

３月には「航空関連職業訓練所」が開所され、当初３００名を受け容れるが、いずれは８００名が

対象となる。 

 

④仏系ホテル経営グループ「アコール」がタンジェにIbisホテルを開設31     

 投資額９６００万ＤＨ、部屋数１９６の「Ibis Tanger city Center」をタンジェでオープンした。はモロッ

コでは１６箇所目、タンジェでは２件目のアイビスホテル（Hôtel Ibis）にあたる。これで世界で９００件

目となる。 

 

⑤石油会社シェル（Ｓｈｅｌｌ）がアフリカでの事業権を売却32

 ２１日、英・オランダ系石油大手ロイヤル・ダッチ・シェルは、モロッコを含めたアフリカでの石油製

品事業の大半を、オランダの世界最大の石油商社ヴィトル（Ｖｉｔｏｌ）と英国のヘリオス・インベストメン

ト（Ｈｅｒｉｏｓ Ｉｎｖｅｓｔｍｅｎｔ）に１０億ドルで売却すると発表した。 

 

３. 経済協力 

 

①世界銀行による借款33

                                                 
29 La vie Eco(２月２５日) 
30 エコノミスト（２月９日） 
31 エコノミスト（２月２日） 
32 エコノミスト（２月２２日） 
33 エコノマップ（３月１日） 
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モロッコ経済日誌 ２０１１年２月 

 

家庭ゴミ管理国家プログラム（ＰＮＤＭ＝programme national de gestion des déchets ménagers）

に１億ユーロ（約１１億ＤＨ）借款。２０２１年までに家庭ゴミ管理水準向上を目標としており、１５年計

画で総費用額は３７０億ＤＨ。 

 

4. その他 

 

①マグレブ知的交流巡回セミナー（於：カサブランカ）34

 ２日、国際交流基金、ＣＧＥＭ（経団連）、在モロッコ日本国大使館との共催で「人材育成におけ

る日本とのパートナーシップ」がテーマのセミナーがＣＧＥＭの講演ホールで行われ、深川 政策

研究大学院大学教授、園部 早稲田大学教授、チュイリエ YKK Maroc ディレクターが講演した。 

 

②フランス再生可能エネルギー見本市にモロッコ参加（於：リヨン）35

 １４日から１８日までリヨンで開かれた第１０回再生可能エネルギー見本市（Salon international  

des énergies renouvelables）にモロッコも参加。エネルギー・鉱山・水利・環境省、モロッコ電力公社

（ＯＮＥ）、モロッコ太陽エネルギー庁（ＭＡＳＥＮ）、再生可能エネルギー開発・エネルギー効率化

庁（ＡＤＥＲＥＥ）等の代表者らによりプレゼンテーションが行われ、初日から見学者の人気を呼んだ。

また、６月２１日から２８日には、同見本市がカサブランカで開催される。 

                                                 
34 エコノミスト（２月８日） 
35 エコノマップ（２月１８日）ル・マタン（２月２１日） 
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